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第１章　　総則

（規程の目的および主旨）

第1条 本情報システム運用規程（以下、本運用規程とする）は、社内業務（購買・在庫・会計・経営管理・経営分析）を支援する社内コンピュータシステムの安全性・信頼性・効率性を維持することを目的とし、特にハードウエア及びプロダクトについて基本事項を定めたもので、以下の各号に掲げる主旨に基づき策定する。

2） ハードウエア及びプロダクトの管理ルールの確立と遵守。

3） ハードウエア及びプロダクトの障害対策の確立。

4） ハードウエアの想定されるリスクの回避。

5） プロダクトのセキュリティ対策の確立。

6） プロダクトの不正利用の防止。

7） なお本運用規程を補完するため別途、「情報システム運用細則」を定める。

（ハードウエア及びプロダクトの定義）

第2条 本運用規程において「ハードウエア及びプロダクト」とは、社内コンピュータシステムを構成するシステム資源の一部を指し、以下の項目から構成されるものとする。

2） サーバ

3） クライアント

4） 社内コンピュータシステムに関わるプロダクト（パッケージソフト、ＤＢ、ＯＳ、アプリケーション、ツール、通信ソフト）

（規程の適用範囲）

第3条 本運用規程は、当社の社員及び出向社員、派遣社員、アルバイト社員に適用される。

2） 本運用規程は、情報システム部だけでなく社内コンピュータシステム利用部門にも適用される。

3） 本運用規程は当社に勤務する限り、就業時間以外であっても適用される。

第2章　ハードウエアの管理

（管理体制）

第4条 社内コンピュータシステムにかかわるハードウェアに関しては、本運用規程に基づき情報システム部が管理を行う。また、コンピュータ室の機器に関しては情報システム部の指示により支援メンバーが、管理するものとする。

（運用管理）

第5条 ハードウエアは、本運用規程にもとづいて情報システム部が運用するものとする。

2） ハードウエアは、想定されるリスクを回避できる環境に設置しなければならない。

3） ハードウエアは、定められた法定点検や定期保守をしなければならない。

4） ハードウエアは、障害対策が確立されなければならない。

5） ハードウエアは、管理者によって利用状況が把握され分析されなければならない。

（利用管理）

第6条 ハードウエアは、社内各部署において社内業務遂行上必要である場合に限って、利用できるものとする。

2） ハードウエアの利用は、情報システム部が許可をした利用者のみ可能である。

3） 利用者は新たに必要性が発生した時、別途定めた「情報システム運用細則」に基づいて、管理者の承認を得た上で定められた書式で情報システム部に利用申請しなければならない。

4） 利用者はハードウエアの利用に関しては、情報システム部の指示に従わなければならない。

5） 情報システム部は運用上支障をきたす可能性があると認めた場合、利用者に対して利用を禁止すると共に、利用に関して教育及び指導をしなければならない。

6） 利用者はハードウエアを、故意に破損するような行為はしてはならない。

（構成管理）

第7条 ハードウエア構成管理は、情報システム部が行なうものとする。

2） ハードウエア構成管理情報は、購入先・サポート情報・リース契約情報と共に、情報システム部で一括台帳管理しなければならない。

3） ハードウエア構成は、情報システム部が変更するものとする。

4） ハードウエア構成変更は、計画的かつ影響範囲を事前に把握した上で実施しなければならない。

（障害管理）

第8条 ハードウエアの障害対応は、情報システム部がするものとする。

2） 利用者は障害発生時、速やかに情報システム部に連絡しなければならない。

3） 情報システム部はハードウエア障害の連絡があれば、別途定めた「情報システム運用細則」に従って速やかに対応しなければならない。

第3章　プロダクトの管理

（管理体制）

第9条 本運用規程に基づき情報システム部が、管理するものとする。

2） 情報システム部はプロダクト管理責任者を決定し，適切な管理体制で管理しなければならない。

（運用管理）

第10条 プロダクトは、本運用規程にもとづいて情報システム部が運用管理するものとする。

2） プロダクトは、障害対策が確立されなければならない。

3） 情報システム部は、プロダクトの利用状況を把握し分析しなければならない。

4） 情報システム部はプロダクトの適正な使用等に対する利用者意識の向上を図るため，関係法令や使用許諾契約等について，利用者の教育，啓蒙を定期的に行なわなければならない。

（利用管理）

第11条 プロダクトは、社内各部署において社内業務遂行上必要である場合に限って、利用できるものとする。

2） プロダクトの利用は、情報システム部が許可をした利用者のみ可能である。

3） 利用者は新たに必要性が発生した時、別途定めた「情報システム運用細則」に基づいて、管理者の承認を得た上で定められた書式で情報システム部に利用申請しなければならない。

4） 利用者はプロダクトの利用に関しては、情報システム部の指示に従わなければならない。

5） 利用者はプロダクトの利用に関しては、違法複写等の社内規定や法令に反する行為はしてはならない。

6） 情報システム部は運用上支障をきたす可能性があると認めた場合、利用者に対して利用を禁止すると共に、利用に関して教育及び指導をしなければならない。

（構成管理）

第12条 プロダクト構成管理は、情報システム部が行なうものとする。

2） プロダクト構成管理情報は、購入先・サポート情報・リース契約情報と共に、情報システム部で一括台帳管理しなければならない。

3） プロダクト構成は、情報システム部が変更するものとする。

4） プロダクト構成変更は、計画的に影響範囲を事前に把握した上で実施しなければならない。

（障害）

第13条 プロダクトの障害対応は、情報システム部がするものとする。

2） 利用者は障害発生時、速やかに情報システム部に連絡しなければならない。

3） 情報システム部はプロダクト障害の連絡があれば、別途定めた「情報システム運用細則」に従って速やかに対応しなければならない。

第4章　遵守事項

（管理者の心得）

第14条 業務以外の目的で、使用されないよう監視しなければならない。

2） 購入条件以外の条件で、使用されないよう監視しなければならない。

3） 購入条件と利用条件は一括で管理されており、常に提示できる状態でなければならない。

（利用者の心得）

第15条 業務以外の目的で、ハードウエア及びプロダクトを使用してはならない。

2） 不正な方法で、ハードウエア及びプロダクトを使用してはならない。

3） 不当にハードウエア及び、プロダクトに、負荷を掛ける行為はしてはならない。

4） 情報の漏洩やこれに類似する疑わしき行為の無いよう常に慎重な利用を心掛けなければならない。

5） 社会的信用・会社の品位を損なうような行為はしてはならない。

6） 他者に迷惑をかけることのないよう、共有意識・危機管理意識を常にもたなければならない。

第5章　罰則

（違約行為）

第16条 ハードウエア及び、プロダクトを利用する上で、本運用規程及び「情報システム運用細則」、その他関連する規程に反する行為を行なった場合は、情報システム部は利用停止を行なう。

2） さらに当社就業規則に反する行為については、別途就業規則に則った措置が執られるものとする。

3） 本利運用規程の他、重要な過失、損傷、損害に対しても相応の措置が執られるものとする。

第6章　その他

（規則の変更）

第17条 本運用規程の改訂更新は、情報システム部で行なうものとする。

（規則の所管）

第18条 情報システム部は、本運用規程の管理、運用解釈を所管する。

附則

本運用規程は、平成　○○年○○月○○日より実施する。


